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ドキュメントコミュニケーション分析へ向けて 
－地域包括支援ネットワークでのケーススタディ－ 

 

中挾知延子†1  野々山秀文†2 高橋慈子†3 
 

ドキュメントによるコミュニケーションは，単なるドキュメントのキーワード抽出や要約などの言語処理だけにとど

まらず，なぜそのようなメッセージが書かれているのかについて考えることが重要である．ドキュメントによるより
よいコミュニケーションの分析を，Sperber と Wilson によって提起された関連性理論を Gould の集団行動モデルに適

用して行う．ケーススタディとして，日本の諸地域における社会福祉協議会が舵取りを行って進めつつある地域包括

ネットワークへの適用を提案する．ネットワークのメンバー間の SNS などを使ったメッセージを分析することでコミ
ュニケーションの円滑化の支援になることを目的としている．本件は進行中の研究報告であり，今後の方向性につい

ても議論していきたい． 
 

Towards Document-based Communication Analysis 
- A Case Study on Regional Embracing Support Network - 

 

CHIEKO NAKABASAMI†1 HIDEFUMI NONOYAMA†2 
SHIGEKO TAKAHASHI†3 

 
Document-based communication does not only require natural language processing like keyword extraction and summarization 
in the document, but also we should consider why each message is represented by the sender and how it can be accepted by the 
receiver. We are analyzing document for better communication considering the Relevance Theory proposed by Wilson and 
Sperber and applying the collective action model by Gould. For a case study, we would like to apply our contribution to regional 
embracing support networks conducted by the social welfare council in Japan. Concretely we aim at aiding for better 
communication by analyzing messages flowing on SNS among the network members, especially among the community social 
workers and the persons who need to be supported. This research is an ongoing work and we would like to discuss more for the 
future direction. 

 
 

1. はじめに   

 ドキュメントによるコミュニケーションは，単なるドキ

ュメントのキーワード抽出や要約などの言語処理だけにと

どまらず，なぜそのようなメッセージが書かれているのか

について考えることが重要である．西成の IMV 理論[1]で
の伝え手から受け手に送られるメッセージをドキュメント

にすると，ドキュメントには書き手の意図(intention)があり，

それを受け取った読み手にはその人の解釈(view)がある．

書き手が送ったドキュメントは書き手の真意とは異なる内

容が書かれていることもある．「行間を読む」「忖度する」

ということが求められる高度なコミュニケーションも日常

では頻繁に起きていることは事実である．コミュニケーシ

ョンのためのドキュメントとメッセージを本稿では同一の

ものと見るとすると，一方では書き手のメッセージを読み

手は誤解をしてしまい人間関係がうまくいかなくなるとい

うのはメールでのやりとりでしばしば起きていることであ

る．現在ソーシャルメディアとスマートフォンの爆発的な
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普及に伴い，その中でも特に Twitter，LINE， facebook 
messenger などの気軽にメッセージ交換できるツールでの

コミュニケーションが広まってきた．短い文章ではあるが，

メッセージ（ドキュメント）を交換していることでコミュ

ニケーションが行われており，読み手は書き手からのメッ

セージを書き手の立場で解釈をして適切な行動をする．行

動はメッセージに対する返事を書くこともあれば，書き手

が何かに悩んでいたり困っていたりしていることを推測し

て何か助けてあげられることを考え実際に行動に移すこと

もある．本稿では，ドキュメントでのコミュニケーション

を分析するための土台となる情報について情報科学の立場

から分析を進める上で必要な事項を提案していくとともに，

実証現場として地域包括支援ネットワークにおける多様な

役割を担うメンバー間コミュニティにおけるドキュメント

の交換を通して理論的な前提を実証していきたいと考えて

いる．本研究は現時点では着手したばかりであり，具体的

なデータは手に入っていないため，経過報告として発表す

る． 

2. 研究の背景 

 多くの人はお互いに助け合おうと思っているのになぜう

まく協調できないのであろうか？また，お互いに助け合え

ば相乗効果が期待できる何らかのアクションに対して，躊
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躇してしまうのはなぜであろうか．やはり人々は入ってく

る情報に対して，受け手の主観で情報を取捨選択し，解釈

しているように考えられる．そのため協調しようと思う気

持ちがあっても，受け手の主観に沿わない協力要請は  

受け手にとっては捨てられてしまう情報であり，協力は起

きない．とりわけ地域社会においては，すでに体系化され

たある専門領域についてそれぞれがそのサブ領域に取り組

んで協働し，それがひいてはその専門領域に貢献するとい

う構図ではなく（図 1a），地域社会という空間の中で地域

を良くするという目的に様々な角度から専門性を活かして

取り組むといったテーマ志向型の構図になる（図 1b）． 
 
a) b) 

  

 
図 1 人々が協働する二つの例 

 
図 1b に示すように，地域には専門家が沢山いるにもか

かわらずチームワークが発揮されず，地域を包括する協働

コミュニティが構築されにくい．コミュニティはできても

一部分にとどまっている．専門家としての主観の違いによ

る視点の違いが，地域の同じ出来事に関して異なる解釈や

理解が行われ，さらに興味の有無が分かれて無関心にもつ

ながる．すぐ近くに助けてくれると非常にありがたい人々

がいても協働できないという状況になる．そのような地域

社会を眺めていて，現在地域の連携のキーパーソンの一人

であるコミュニティソーシャルワーカーの活動に注目した． 

3. 地域包括支援ネットワークとコミュニティ

ソーシャルワーカー 

 現在地域社会では，コミュニティソーシャルワーカー（以

下，CSW）という職業が自治体の社会福祉協議会（以下，

社協）においてより必要とされてきている．自治体では日

常生活圏域を小学校区や中学校区としており，それらの各

圏域に CSW を 1～2 名配置していく事業を進めつつある．

CSW の業務として，①総合的福祉相談②要支援者の生活課

題の把握及び支援③要支援者を支える住民や団体等のネッ

トワークの構築④新たな事業開発や仕組み作り等への対応

⑤活動の周知などである．一言で言うと，CSW を配置する

ことで，「住民の誰もが地域の中で孤立することなく，人と

のつながりを持って生活できるように新たな支え合いの地

域づくりを行う」ことを目指している．CSW の具体的な仕

事はどのようなものであろうか．実は CSW には明確な役

割の区分はなく，地域において困っている人とその人に助

けの手を差しのべられる組織との間に入るメディエーター

である．民生委員や町会役員とも密接に連携している．特

に CSW によって，地域における「声なき声」を拾って支

援することが重要であり，支援を受ける所へ行けない，あ

るいは行かない，どこへ行けばいいかわからない人々の困

っている問題を解決していくということが求められている．

対象として高齢の単身者が多いことは事実であり，孤立死

や孤独死が社会問題になる現在，地域の世話役のみならず，

近隣住民すべてを巻き込んだ地域の包括支援体制には

CSW の活躍がより多く求められるものである[2]． 
 そこで CSW の活動を図 1b の構図に組み込み，地域にお

ける要支援者のサポートやトラブルなどの案件に複数の専

門家の関わりを求めるためには，それらの案件を各専門家

の主観的な視点で表現し，整理して提供することが必要で

あると考える．CSW が地域を回って収集してきた情報をコ

アに，送り手である CSW の主観そして受け手（読み手）

である専門家の主観にそって表現し，同時に受け手の主観

を考慮して受け手自体も決めることが操作できる情報伝達

ツールができれば，現在は分断されている専門家の協力が

進むのではないであろうか． 

4. ドキュメントコミュニケーション 

現在我々は，このような CSW の業務をサポートするド

キュメント管理手法を研究している．実際の現場では CSW
はすでに激務の中にある．支援を必要としている人々は各

自で異なった悩みを抱えており，各人に応じたサポートが

必要である．一圏域という規模も CSW 二人では非常に広

い．本研究では CSW の業務を支援する一つとして，スマ

ートメディアを CSW と要支援者の間でメッセージ交換に

使えるようにしてそこで交わされたメッセージを分析する．

そしてそのメッセージを整理・選択して提示することで，

CSW がどこに相談を持っていくべきかの一助となり，同時

に相談先の組織への連絡もスムーズに行えるしくみを作っ

ていく．構想段階ではあるが，単なる情報共有ツールでは

なく，同じ対象を読み手の異なる視点で表現したシステム

を目指している．同一のドキュメントを，読み手の主観的

な視点で異なる形にモデリングすることで，同一の要支援

者に対してある専門家からは認知症患者の視点で構造化さ

れ，ある専門家からは訪問要介護者として構造化されるい

わば「言い換えシステム」を構築する．専門家の主観は，

その業務上の興味からくるとし，業務としての関連性や，

信頼関係，頑固さ，伝達力などで情報価値モデルを設定し，

具体的な地域コミュニティをケーススタディにして専門家

に応じた構造化（モデリング）を行い，それらの事例を積

み上げていき理論化を進める． 
図 2 に CSW と要支援者を中心に据えたドキュメントの
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授受についての様子を簡潔に示す．地域を包括するネット

ワークは複雑に満ちている．種々の専門分野，視点，推測，

や憶測が飛び交う地域では誤解が多発して地域連携の阻害

要因となっている． 
 

 
図 2 地域包括支援ネットワークでの情報の流れ 

 
図 2 で表されたドキュメントを各人の間のコミュニケー

ション媒体と考える．コミュニケーションをよりよく，つ

まりドキュメントの内容を各人の間の関係や各人の必要と

する内容に応じて的確に整理したり抽出したりできるツー

ルがあれば CSW の業務をはじめ，地域包括ネットワーク

内の情報を効率よく巡らせることができる．どのような方

法を用いてドキュメントの内容整理を行っていくべきかに

ついて，すでに提案されているいくつかのコミュニケーシ

ョンモデルを基にスキームの構築を進めている．既存のコ

ミュニケーションモデルの一つに西成の IMV 理論[1]があ

る． IMV 理論では，ドキュメントには書き手の意図

I(intention)があり，それを受け取った読み手にはその人の

解釈 V(view)がある． I と V の間を行き来するのが

M(message)であり，これら 3 つの要素 I・M・V の組で種々

の組み合わせがそれらの一致によって考えられ，その中で

誤解を生じるパタンを分析している．また，I・M・V 間の

一致には，送り手と受け手の持つ頑固度 K や伝達度 T とい

ったパラメータも考慮されるというものである．本研究で

は，IMV 理論におけるこれら頑固度 K と伝達度 T という

パラメータを取り入れることにする．本稿で対象にしてい

るのはドキュメントであるので，送り手を書き手に，聞き

手を読み手にしたとき，K が書き手や聞き手に大きいほど

ドキュメントの内容は伝わりにくく，つまり各人に思い込

みがありドキュメントの書き手や読み手両方に，相手がど

のように内容について受け取るのかについて歩み寄りがな

い書き方や読み方になっているとする．一方で，T が大き

いほど，お互いに相手の立場や理解度に配慮した書き方，

読み方になるとする． 

そこでここに Wilson と Sperber の関連性理論[3]を適用し

て，「書き手と読み手はお互いによりよくドキュメントの内

容を理解してもらおうと努力つまり関連を強める書き方や

読み方をする」[4]ことについて関連度 R を導入する．関連

性理論とは，メッセージの送り手は自分の意図することを

理解してもらうのに, 状況の許す限りもっとも効率のよい

手がかりを発話し，自分の意図することを受け手がうまく

推論してくれるだろうと期待する．受け手はその発話がこ

の状況でもっとも適切に違いないという信念に基づいて推

論する．この｢効率のよい｣ことを関連性理論では｢関連性が

ある（高い）relevant｣という[5]． 
そうしたとき，これら K・T・R は集団行動の研究におい

て提案されているGouldの友人間の協力モデル[6]を少し修

正した以下の式で記述できる．ここで書き手を w，読み手

を r とすると，書き手がメッセージを伝達する際に伴う，

メッセージの価値 Vw を以下の数式(A)のように表すこと

にする． 
 
V = ((T − K)w + (T + Rw)r) ∙ λ + conf ∙ (1 − w)r ∙ λ     
(0 ≦ λ ≦ 1) … (A) 

 
読み手についての値 Vr は(A)で w と r を入れ替えた式に

なる．また，w と r は 0 または 1 の値をとり，w が 0 のと

きは書き手は読み手にそのドキュメントが r にとって読ん

でも意味がない，つまり w は r に役に立たないドキュメン

トを送ることを示し，w が 1 のときは，書き手は読み手に

ぜひともそのドキュメントを読んでほしいことを示す．r
が 0 または 1 のときも同様である．conf は信頼値を示し，

書き手と読み手の間の信頼関係の強さやお互いの親密さを

表す．λはパラメータであり，書き手と読み手に応じてド

キュメントの重要さの重みづけに使っている．数式(A)は次

のように説明できる． 
 

w = 1，r = 0 のときV = (T − K) ∙ λ … (B) 
 

（B）は，書き手は読み手にぜひともドキュメントを読ん

でもらいたいが読み手は興味がない場合である．書き手の

メッセージ値は伝達度から頑固度を引いた値になる．読み

手がどう思うにかかわらず，書き手の方から伝えたいメッ

セージが読み手に届くことのみを表しており，ドキュメン

トの重要度はλによって変化する． 
 

w = 1，r = 1 のときV = (2T − K + R) ∙ λ … (C) 
 
(C)は，書き手は読み手にぜひともドキュメントを読んでも

らいたいと送り，読み手もぜひそのドキュメントを読みた

い，あるいは読むことが必要とされる場合である．ここで

K が他と比べて非常に大きな値でない限り，T − Kは正の値
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をとり，さらにそのメッセージの関連性が書き手と読み手

の両者にとってとても大きいものであれば，メッセージの

価値は大きなものになり，書き手と読み手で共有すべき意

味の大きな場合になる．ドキュメントの重要度はλによっ

て変化する． 
 

w = 0，r = 1 のときV = Tλ + conf ∙ λ … (D) 
 
(D)は，書き手は読み手にとりあえず適当にドキュメントを

送っているが，読み手はぜひともその内容を読みたい場合

である．メッセージの価値は書き手の伝達度及び書き手と

読み手間の信頼関係や親密度に左右され，λによっても変

化する．w = r = 0 のときはメッセージを送る意図もなく，

読むこともしない場合であり，メッセージの価値はゼロで

ある． 
以上のように，数式(A)によって，定式化することで送り

手と読み手の間を流れるドキュメントのコンテンツ選択，

表現，伝達が設計できると考えられる．V + V  が最大にな

るようにネットワークの各メンバーの組み合わせに適用す

ることも考えている．SNS などで交わされたメッセージを

(A)に従ってそれぞれのパラメータを調整することで，地域

包括ネットワークにおけるメンバー間でタグ付けなど行っ

て，分割や抽出を行うことで多様な書き手と読み手の組み

合わせにおいて適切なメッセージが行き来できるようにし

たい．地域における立場の違う人間同士のコミュニケーシ

ョンを促進する同時に，CSW の抱える多くの業務の支援に

なることを目指していく． 

5. 参考：都内の社会福祉協議会でのヒアリング 

 昨年 12 月中ごろに都内のある社会福祉協議会へ現場の

状況を知るためのヒアリングに赴いた．主に地域包括支援

ネットワークの説明を受けた．社会福祉士の方に対応して

いただき，研究中のドキュメント分析について福祉分野の

専門家から意見を頂戴すると同時に CSW の現状を伺うこ

とができた．スマートメディアによるドキュメントのコミ

ュニケーションについてはぜひ進めてほしいという意見で

あった．ただし，問題点も多くあることがわかった．以下

に問題点と意見を要約して述べる． 
1) 要支援者のメッセージ分析ツールは CSW が使う段階

ではすべて整理がされた形になっている必要がある．

CSW は激務であるため，日中に圏域の要支援者の自

宅を回り，分析ツールを使う時はその後になる．つま

り日中はツールを使っている時間はまずない．CSW
がツールを使うときにそこで CSW に文章のタグ付け

などの何らかの作業を要求するものは使えないに等

しい．タグ付けなど人間が介入する作業が必要であれ

ば，CSW を支援する人間が必要である． 
2) 要支援者は当然ながら高齢者が多い．メッセージを送

ることについてインタフェースを極めて単純で簡単

なものにしておく必要がある．また指の操作が難しい

人には音声での変換機能も考える必要がある．しかし

ながら，iPad などのメディアには多くの人が興味を持

って使い，楽しみの一つになる可能性が大きい．人に

よってメッセージを送る回数が大きく異なることも

予想される．使いたいと思わない人に使ってもらうに

は機会を作って使うことの便利さを伝えていく活動

が必要である． 
3) 要支援者の支援もさることながら，見守っている家族

間での意見交換も非常に大切であると考えている．介

護疲れによる事件もニュースでは報じられているこ

とからもわかる．CSW を中心に据えているだけでは

なく，複合ネットワーク間をつなぐメッセージ交換も

必要である． 

6. 今後の展開 

 本稿の冒頭にも述べたように，本研究は進行中のもので

あり，現在特定の地域の社会福祉協議会にお伺いしながら

研究の進め方を策定中である．地域包括ネットワークの現

地調査を通して，本稿で提案したモデルに基づいたドキュ

メントコミュニケーションツールの実際の適用に向けて継

続して研究していく．また，本稿で提案したコミュニケー

ションモデルは，地域包括ネットワークでの CSW の業務

支援に限らず，さまざまな場面におけるドキュメントの運

用においても実証していきたい． 
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